
証券コード　8850

2022年６月14日

株 主 各 位

東京都中央区日本橋３丁目４番10号

スターツコーポレーション株式会社

取締役社長 磯 﨑 一 雄

１．日 時 2022年６月29日（水曜日）午前10時
２．場 所 東京都中央区八重洲１丁目３番７号

八重洲ファーストフィナンシャルビル　２階
ベルサール八重洲　ＲＯＯＭ　Ａ・Ｂ・Ｃ
（末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第50期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算
書類監査結果報告の件

２. 第50期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算書類
報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役12名選任の件

第50回定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第50回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案
内申し上げます。
　株主の皆様におかれましては、新型コロナウイルス感染予防の観点から、本株
主総会につきまして、郵送またはインタ－ネットによる事前の議決権行使を是非
ご検討いただきますようお願い申し上げます。
　なお、詳細につきましては３頁の「議決権行使についてのご案内」をご参照い
ただき、後記株主総会参考書類をご検討のうえ、2022年６月28日（火曜日）午後
６時までに議決権をご行使くださいますよう、お願い申し上げます。
　また、感染リスク低減のため、昨年に引き続き株主総会終了後の懇親会は中止
とさせていただき、お土産の配布も行いませんので、何卒ご理解賜りますようお
願い申し上げます。

敬　具
記

以　上

－ 1 －



     
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください

ますようお願い申し上げます。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場

合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://www.starts.co.jp）に

掲載させていただきます。

別紙に記載の〈第50回定時株主総会における新型コロナウイルス感染防止の対応につき

まして〉も必ずご確認ください。

－ 2 －



議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してく
ださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

株主総会に

ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

インターネットで議決権を

行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会

場受付にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議

案に対する賛否をご表示のう

え、ご返送ください。

次ページの案内に従って、議

案の賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2022年６月29日（水曜日）

午前10時（受付開始：午前9時）

2022年６月28日（火曜日）

午後6時00分到着分まで

2022年６月28日（火曜日）

午後6時00分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

◦
一部の候補者を

反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を

ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

2022年　×月××日

見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。

書面（郵送）およびインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議

決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議

決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネット等による議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力する

ことなく議決権行使ウェブサイトにログインす

ることができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力

ください。
2

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。

議決権行使後に行使内容を変更する場合は、

お手数ですがPC向けサイトへアクセスし、議

決権行使書用紙に記載の「議決権行使コー

ド」・「パスワード」を入力してログイン、再

度議決権行使をお願いいたします。

※QRコードを再度読み取っていただくと、PC

向けサイトへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読

み取ってください。
1

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

見 本

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録
商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力

ください。
4

議決権行使書用紙に記載された

「議決権行使コード」をご入力ください。
2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された

「パスワード」をご入力ください。
3

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」を
クリック

※操作画面はイメージです。

議決権行使ウェブサイトにアクセスして

ください。
1

「次へすすむ」を
クリック

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル

 0120-768-524
（受付時間　年末年始を除く9：00～21：00）
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( 2021年４月１日から
2022年３月31日まで )

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度における国内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響

が長期化する中、ワクチン接種の普及や緊急事態宣言解除に伴う経済活動

の再開に持ち直しの動きが見られるものの、ロシアによるウクライナ侵攻

等に伴う原材料価格の上昇や金融資本市場の変動等、先行きは依然として

不透明な状況が続いております。

　こうした中、当社企業グループにおきましては、『土地有効活用』・

『不動産仲介』・『不動産管理』を基盤とした『ストックビジネス』を地

域密着でさらに拡充させ、『ワンストップ』でお客様にサービスを提供す

るとともに、グループ各社でお取引のある法人との取引基盤の拡大も図り

ながら、景気に左右されない安定収益基盤づくりに努めてまいりました。

　その結果、当社グループの安定収益基盤となります不動産管理物件数

は、2022年３月末現在、アパート・マンション管理戸数142,907戸、月極

駐車場台数96,358台、時間貸駐車場「ナビパーク」の運営台数49,663台、

企業の社宅管理代行業におきましては住宅95,948戸、駐車場13,410台（受

託企業数400社）を受託、これに分譲マンション管理戸数3,790戸、24時間

緊急対応サービス「アクセス24」受託戸数516,480戸を加えますと、住宅

759,125戸、駐車場159,431台、ビル・施設管理件数は2,477件となってお

ります。

　不動産営業店舗「ピタットハウス」は、2022年３月末現在で全国665店

舗のネットワーク(スターツグループ店117店舗、ネットワーク店548店舗)

となっております。また、高齢者支援・保育施設につきましては、2022年

３月末現在で116事業所を運営しており、首都圏エリアにおきまして新た

に５事業所の開設を準備しております。

　海外拠点におきましては、2022年３月末現在で世界21カ国、34都市（国

と地域を含む）において、海外進出を図る日本企業のオフィスや駐在員の

社宅の仲介、工場等の売買仲介、レンタルオフィス・サービスアパートメ

ント・ホテルの運営等、各国のニーズに合わせたサービスの提供を行って

まいりました。
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　当連結会計年度の業績は、新型コロナウイルス感染症拡大の長期化によ

り、ホテル・レジャー事業におきましては引き続き営業活動に影響があり

ました。建設事業におきましては受注高が順調に推移し、賃貸仲介事業及

び不動産管理事業におきましては管理物件数の増加に伴う仲介手数料、管

理手数料が増加、売買仲介事業におきましても取扱件数が堅調に推移いた

しました。出版事業におきましては、書籍や電子書籍等の販売が好調に推

移し、高齢者支援・保育事業におきましても既存事業所の稼働が順調に推

移いたしました結果、売上高は1,965億78百万円（前期比1.2％減少）、営

業利益は241億82百万円（前期比9.6％増加）、経常利益は257億89百万円

（前期比10.6％増加）となり、親会社株主に帰属する当期純利益は167億

72百万円（前期比7.5％増加）となりました。

　なお、当連結会計年度の期首より、「収益認識に関する会計基準」（企

業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用した結果、売上高は94億88

百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞ

れ43百万円減少しております。
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　事業区分別の概況
　□　建設事業

　建設事業におきましては、資産運用及び資産継承のコンサルティングと

して創業から変わらぬ地域密着営業を行っており、賃貸住宅をはじめ商業

ビル・ホテル・高齢者支援施設・保育施設・物流倉庫などグループの総合

力を活かした豊富なコンテンツによる土地有効活用の提案を行っておりま

す。

　社会インフラとして普及に注力しております『免震構造の建物』におき

ましては、安心して住み続けられるまちづくりを目指し、地域特性を踏ま

え『土地・所有者・入居者』すべてに 適な土地活用を提案してまいりま

した結果、累計受注棟数は2022年３月末現在では580棟となりました。

　また、ＲＣ造と木造の混構造によりコスト低減、ＣＯ２排出量削減を可

能にした高層ハイブリッド木造免震マンション「モクビル」の第１号プロ

ジェクトが2022年３月に東京都江戸川区に竣工いたしました。建設現場で

の再生可能エネルギー導入とともに、カーボンニュートラル・脱炭素社会

の実現に向けて貢献してまいります。

　新型コロナウイルス感染予防に努めながら営業活動を進めてまいりまし

た結果、当期受注高は768億２百万円、受注残高（手持高）は1,250億59百

万円となりました。

　当連結会計年度の業績は、売上高648億54百万円（前期比1.4％減）、営

業利益81億60百万円（前期比4.7％減）となりました。

　□　賃貸仲介事業

　賃貸仲介事業におきましては、不動産管理物件数の増加に伴い、仲介手

数料及び更新手数料が堅調に推移いたしました。また、グループの総合力

を活かし地域密着営業による法人取引の拡大にも注力してまいりました結

果、当連結会計年度の業績は、売上高71億62百万円（前期比7.5％増）、

営業利益24億９百万円（前期比7.0％増）となりました。

　□　売買仲介事業

　売買仲介事業におきましては、ウェブでの不動産セミナーを活用すると

ともに、研修等の人材育成にも注力し、住み替え等の顧客ニーズに合わせ

た不動産コンサルティングサービスを推進してまいりました結果、仲介手

数料及び取扱件数は堅調に推移いたしました。当連結会計年度の業績は、

売上高56億31百万円（前期比7.2％増）、営業利益17億26百万円（前期比

18.8％増）となりました。
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　□　不動産管理事業

　不動産管理事業におきましては、管理物件数の増加に伴い、管理手数料

売上及びメンテナンス売上が堅調に推移いたしました。また時間貸駐車場

「ナビパーク」の利用につきましては、まん延防止等重点措置の解除に伴

い回復基調に転じました結果、当連結会計年度の業績は、売上高828億23

百万円（前期比5.2％減）、営業利益110億１百万円（前期比11.4％増）と

なりました。

　なお、当連結会計年度の期首より、「収益認識に関する会計基準」（企

業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用したことにより、賃貸事業

売上及びメンテナンス売上は92億６百万円減少しております。

　□　分譲不動産事業

　分譲不動産事業におきましては、分譲戸建「ＱＵＷＯＮ　ＧＡＲＤＥＮ

（クオンガーデン）新浦安」（千葉県浦安市）の販売、「スターツプロシ

ード投資法人」へ賃貸住宅２棟の譲渡等により、当連結会計年度の業績

は、売上高84億38百万円（前期比9.8％減）、営業利益２億66百万円（前

期比14.1％増）となりました。

　なお、新築分譲マンション「アルファグランデ成田八番街」（千葉県成

田市：総戸数198戸）の販売開始ならびに「ＱＵＷＯＮ ＧＡＲＤＥＮ（ク

オンガーデン）新浦安」の完売により当連結会計年度における契約残高

は、116戸53億75百万円となりました。

　□　出版事業

　出版事業におきましては、会員数390万人超を有する女性向けウェブサ

イト「オズモール」の成功報酬型送客サービス「オズのプレミアム予約」

では、掲載施設の営業時間短縮等により送客が低迷しておりましたが、緊

急事態宣言の解除により利用者数が復調してまいりました。一方、書籍コ

ンテンツにおきましては新レーベルの立ち上げやＳＮＳ等を活用した販促

施策により順調に読者を獲得、「スターツ出版文庫」をはじめとした書

籍・電子書籍及び電子コミックの販売数が大きく伸長いたしました結果、

当連結会計年度の業績は、売上高51億32百万円（前期比27.3％増）、営業

利益７億74百万円（前期比483.9％増）となりました。
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　□　ホテル・レジャー事業

　ホテル・レジャー事業におきましては、度重なる新型コロナウイルス感

染症拡大による行政からの外出自粛要請や酒類の提供・イベントの制限に

より甚大な影響を受け需要の低下が継続してまいりましたが、10月以降の

感染者数の落ち着きに伴い、一部回復の兆しが見られました。「ホテル 

ルミエール グランデ 流山おおたかの森」や「ホテル ケヤキゲート 東京

府中」では周辺施設からの宿泊客需要もあり、稼働が順調に推移いたしま

した結果、当連結会計年度の業績は、売上高44億85百万円（前期比25.1％

増）、営業損失16億54百万円（前期営業損失20億35百万円）となりまし

た。

　□　高齢者支援・保育事業

　高齢者支援・保育事業におきましては、新たに介護付き有料老人ホーム

「うらら練馬」（東京都練馬区）、調剤薬局「きらここ薬局」（東京都江

戸川区）など４事業所を開設いたしました。人材採用・育成活動にも積極

的に取り組み、既存事業所の稼働が順調に推移いたしました結果、当連結

会計年度の業績は、売上高103億47百万円（前期比6.8％増）、営業利益６

億25百万円（前期比53.6％増）となりました。

　□　コンサルティング事業

　コンサルティング事業におきましては、「ピタットハウス」ネットワー

ク店舗の経営指導に伴う収入、不動産管理信託報酬、少額短期保険契約件

数が堅調に推移いたしました結果、当連結会計年度の業績は、売上高66億

36百万円（前期比8.7％増）、営業利益11億65百万円（前期比6.2％減）と

なりました。

　□　物販・文化事業

　物販・文化事業におきましては、カードキーシステム「シャーロック」

シリーズの製造・販売、美術館の運営を行っております。各施設におきま

して新型コロナウイルス感染症対策を講じながら運営を行ってまいりまし

た結果、当連結会計年度の業績は、売上高10億67百万円（前期比9.0％

減）、営業利益１億56百万円（前期比10.6％減）となりました。
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②　設備投資の状況

当連結会計年度におきましては、主に営業基盤の拡大及び業務の効率化

のため182億54百万円の設備投資を実施いたしました。

建設事業におきましては、既存営業所の改修及び備品の購入21百万円、

構造設計ソフトの購入及び営業支援システムの開発１億32百万円等合計１

億61百万円の設備投資を実施いたしました。

賃貸仲介事業におきましては、店舗事務所の改装及び備品の購入１億25

百万円、営業支援システムの開発84百万円等合計２億19百万円の設備投資

を実施いたしました。

売買仲介事業におきましては、店舗事務所の改装及び備品の購入59百万

円、営業支援システムの開発84百万円等合計１億49百万円の設備投資を実

施いたしました。

不動産管理事業におきましては、時間貸駐車場「ナビパーク」の新規開

設に伴う機械装置等の設置９億84百万円、「プロシード京成大久保」の建

築費用８億29百万円、事業用賃貸不動産の取得112億92百万円等合計142億

12百万円の設備投資を実施いたしました。

出版事業におきましては、ウェブサイト「オズモール」のリニューアル

等36百万円の設備投資を実施いたしました。

ホテル・レジャー事業におきましては、「ホテル ケヤキゲート　東京

府中」建築費用及び開設備品の購入10億81百万円、「北海道札幌市北８西

１地区第一種市街地再開発事業」におけるホテル棟建築費用６億94百万

円、既存運営施設の改修４億91百万円等合計24億55百万円の設備投資を実

施いたしました。

高齢者支援・保育事業におきましては、新規運営施設の開設備品購入等

合計１億26百万円の設備投資を実施いたしました。

コンサルティング事業におきましては、備品の購入等３億49百万円、営

業支援システムの開発及びウェブサイトのリニューアル８億17百万円等合

計11億92百万円の設備投資を実施いたしました。

物販・文化事業におきましては、カードキーシステム開発等21百万円の

設備投資を実施いたしました。

また、全社資産といたしまして、スターツ八重洲中央ビル改修工事等１

億73百万円の設備投資を実施いたしました。

③　資金調達の状況

当連結会計年度中に、グループの所要資金として、金融機関より長期借

入金として222億66百万円の調達を実施いたしました。
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区　　　　　分
第47期

2019年３月期
第48期

2020年３月期
第49期

2021年３月期

第50期
(当連結会計年度)
2022年３月期

売 上 高(百万円） 195,177 209,091 198,963 196,578

経 常 利 益(百万円） 24,006 24,122 23,323 25,789

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

(百万円） 15,264 15,059 15,599 16,772

１株当たり当期純利益(円) 290.16 286.26 296.26 332.83

総 資 産(百万円) 238,900 248,029 259,040 273,287

純 資 産(百万円) 94,856 106,402 121,972 127,676

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総

数により算出しております。

２．当連結会計年度の期首より、「収益認識に関する会計基準」（企業会

計基準第29号 2020年３月31日）等を適用した結果、売上高は94億88

百万円減少し、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ43百

万円減少しております。

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

千円 ％

スターツアメニティー株式会社 350,000 100.0 賃貸不動産の管理等

スターツＣＡＭ株式会社 450,000 100.0
総合建築請負、設計・企画
資産運用コンサルティング

スターツピタットハウス株式会社 380,000 100.0
不動産売買の仲介
賃貸住宅等の入居者募集

スターツホテル開発株式会社 50,000 100.0
「ホテルエミオン東京ベイ」、「ホ
テルエミオン京都」等の運営

スターツコーポレート
サ ー ビ ス 株 式 会 社

100,000 100.0
法人の社宅管理業務の代行業
法人顧客向け不動産売買並びに仲介

スターツデベロップメント株式会社 320,000 100.0
分譲戸建住宅及び分譲マンション等
の企画、開発、販売

スターツファシリティー
サ ー ビ ス 株 式 会 社

45,000
100.0

（100.0）
オフィスビル等の施設管理業務

スターツ出版株式会社 540,875
75.4

（26.9）

ウェブサイト「オズモール」の運
営、コミュニティー紙の発行、雑
誌・書籍等の発行・販売

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

（注）議決権比率欄の数字は、当社が直接及び間接に所有している比率の合計を示しており、括

弧内の数字は、間接所有の比率を内数で示しております。

③　特定完全子会社に関する事項

　該当事項はありません。
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(4) 対処すべき課題

　当社グループの対処すべき課題といたしましては、建設事業・賃貸仲介事

業・売買仲介事業・不動産管理事業におきましては、営業エリアの深耕及び

拡大、きめ細かいサービス向上のため、出版事業におきましては、多様化す

るユーザーの嗜好にあった商品・コンテンツの開発のため、コンサルティン

グ事業、ホテル・レジャー事業、高齢者支援・保育事業、物販・文化事業に

おきましては、顧客目線でのサービス向上のため、それぞれ人財の確保及び

育成が重要であると考えております。

　中長期的な経営戦略に基づき、社会・経済情勢の変化・将来の見通し・各

事業の収益力を踏まえながら、スピーディーな意思決定のもとビジネスチャ

ンスを逃すことなく、グループの総合力を活かし『総合生活文化企業』とし

て国内外のネットワークの着実な拡大、各事業の収益基盤の強化及び人財の

育成を行ってまいります。また、新型コロナウイルス感染拡大の影響の中、

生活様式や働き方の変化に対応した新たなサービスの提供にも積極的に取り

組んでまいります。

　株主の皆様には、こうした当社グループの取り組みに対するご理解を賜り

ますとともに、今後ともより一層のご支援をお願い申し上げます。

(5) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

当社企業グループは、当社及び子会社80社で構成されておりますが、主要

な事業内容は次のとおりであります。

□　建設事業 賃貸住宅及び注文戸建住宅等の建設、住宅リ

フォーム

□　賃貸仲介事業 賃貸住宅等の入居者募集

□　売買仲介事業 不動産売買の仲介

□　不動産管理事業 賃貸住宅の管理、オフィスビル等の施設管

理、社宅管理代行

□　分譲不動産事業 マンション及び戸建住宅の分譲、賃貸住宅等

の販売

□　出版事業 雑誌・書籍の出版、女性向けポータルサイト

の運営

□　ホテル・レジャー事業 ホテル・旅館・ゴルフ場等の運営、旅行業

□　高齢者支援・保育事業 高齢者支援施設、保育園等の運営

□　コンサルティング事業 証券業、信託業、保険業、不動産店舗「ピタ

ットハウス」フランチャイズ事業、投資法人

資産運用業

□　物販・文化事業 住宅用鍵の販売、美術館の運営
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本社 　　　東京都中央区

店舗 　　　東京都内 43店舗

　　　千葉県内 31店舗

　　　神奈川県内 11店舗

　　　埼玉県内 10店舗

　　　群馬県内 1店舗

　　　香川県内 1店舗

　　　沖縄県内 1店舗

　　（ピタットハウス及び販売センター 98店舗）

(6) 主要な営業所（2022年３月31日現在）

①　当社

本社 東京都中央区

②　スターツアメニティー株式会社

本社 東京都江戸川区

③　スターツＣＡＭ株式会社

本社 東京都江戸川区

④　スターツピタットハウス株式会社

⑤　スターツホテル開発株式会社

本社 東京都中央区

ホテル

エミオン東京ベイ（エミオンタワー／エミオンスクエア）

千葉県浦安市

エミオン京都 京都府京都市下京区

ルミエール葛西 東京都江戸川区

ルミエール西葛西 東京都江戸川区

ルミエールグランデ流山おおたかの森

千葉県流山市

ケヤキゲート東京府中

東京都府中市

⑥　スターツコーポレートサービス株式会社

本社 東京都中央区

⑦　スターツデベロップメント株式会社

本社 東京都中央区

⑧　スターツファシリティーサービス株式会社

本社 東京都中央区

⑨　スターツ出版株式会社

本部 東京都中央区
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事 業 部 門 使 用 人 数
前連結会計年度末
比 増 減

　建設事業 901（　 53）名 9名減（ 1名増）

　賃貸仲介事業 528（　 61）名 17名減（ 5名増）

　売買仲介事業 289（　  3）名 14名減（ 1名増）

　不動産管理事業 1,202（1,564）名 10名増（86名減）

　分譲不動産事業 24（　  3）名 4名減（ 3名増）

　出版事業 202（　 85）名 9名増（ 5名増）

　ホテル・レジャー事業 307（　380）名 38名減（30名増）

　高齢者支援・保育事業 813（1,209）名 41名増（88名増）

　コンサルティング事業 308（　104）名 7名増（31名増）

　物販・文化事業 35（　 38）名 3名増（14名減）

　全社（共通） 120（　 28）名 3名増（ 1名減）

　合計 4,729（3,528）名 9名減（63名増）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

144（45）名 1名増（2名減） 37.27歳 14.31年

(7) 使用人の状況（2022年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

（注）１．使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数

で記載しております。

２．全社（共通）として、記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理部

門に所属しているものであります。

②　当社の使用人の状況

(注) 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。
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借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 り そ な 銀 行 12,921百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 11,422

株 式 会 社 千 葉 銀 行 10,856

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 9,039

株 式 会 社 横 浜 銀 行 8,296

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 6,565

株 式 会 社 京 都 銀 行 3,404

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,278

株 式 会 社 あ お ぞ ら 銀 行 1,606

株 式 会 社 千 葉 興 業 銀 行 916

(8) 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）

－ 15 －



①　発行可能株式総数 100,170,000株

②　発行済株式の総数 53,998,205株

③　株主数 3,999名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 豊 州 8,165千株 16.05％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

5,020千株 9.87％

村 石 久 二 4,446千株 8.74％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 4,438千株 8.73％

ス タ ー ツ 従 業 員 持 株 会 2,891千株 5.68％

株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,184千株 4.29％

大 槻 三 雄 932千株 1.83％

Ａ Ｉ Ｇ 損 害 保 険 株 式 会 社 885千株 1.74％

村 石 純 子 875千株 1.72％

ス タ ー ツ ア メ ニ テ ィ ー 株 式 会 社 720千株 1.42％

２．会社の現況

(1) 株式の状況（2022年３月31日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）１．当社は自己株式を3,134,624株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており

ます。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 村 石 久 二

代 表 取 締 役 社 長 磯 﨑 一 雄

専 務 取 締 役 村 石 豊 隆 人事部担当

専 務 取 締 役 齋 　 藤 　 太 朗 男
スターツピタットハウス株式会社
代表取締役社長

常 務 取 締 役 直 井 秀 幸
スターツＣＡＭ株式会社代表取締
役社長

常 務 取 締 役 中 松 　 学
スターツアメニティー株式会社代
表取締役社長

常 務 取 締 役 山 﨑 千 里
スターツケアサービス株式会社代
表取締役社長

常 務 取 締 役 直 井 　 保 リスクマネジメント部担当

取 締 役 長 谷 川 　 隆 　 浩 総務・広報担当

取 締 役 村 松 久 行 経理担当

常 勤 監 査 役 宝 垣 和 彦

監 査 役 前 原 　 豊

監 査 役 相 亰 重 信

(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2022年３月31日現在）

（注）１. 社外取締役弘中喜通氏は、2022年３月１日に逝去により取締役を退任いたしました。

２. 監査役前原豊氏、相亰重信氏は、社外監査役であります。なお当社は相亰重信氏を東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

②　責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し

ております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としてお

ります。
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③　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、保険会社との間で、当社及び国内海外子会社の取締役、監査

役（当事業年度中に在任していた者を含む。）を被保険者とする、会社

法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結してお

り、保険料は全額当社が負担しております。

当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責

任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ず

ることのある損害を当該保険契約により保険会社が塡補するものであり

ます。ただし法令違反の行為のあることを認識して行った行為に起因し

て生じた損害は塡補されないなど、一定の免責事由があります。

④　取締役及び監査役の報酬等

イ. 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年５月10日開催の取締役会において、取締役の個人別の

報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。また、取締役会は、

当事業年度に係る取締役の個人別の報酬について、報酬等の内容の決定

方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整

合していることを確認しており、当該決定方法に沿うものであると判断

しております。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおり

であります。

（1）基本報酬(金銭報酬)に関する方針

（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む）

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任

年数に応じて、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合

的に勘案して決定するものとする。

（2）報酬等の決定の委任に関する事項

　個人別の報酬額については、取締役会決議にもとづき、代表取締役社

長がその具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容

は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当事業の業績を踏まえた

評価配分とする。
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区 分
報酬等の総額
（ 千 円 ）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役
員 の 員 数

（名）固 定 報 酬
業 績 連 動
報 酬

非金銭報酬
等

取 締 役 277,851 277,851 － － 8

監 査 役 10,822 10,822 － － 3

合 計
（うち社外役員）

288,674
（10,200）

288,674
（10,200）

－
（－）

－
（－）

11
（3）

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２. 上表には、2021年３月1日に逝去により退任した取締役１名の報酬等を含めておりま

す。

３. 取締役の報酬限度額は、2016年６月23日開催の第44回定時株主総会において、年額

600,000千円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議

しております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、14名（うち、社外取締役は

１名）であります。

４. 監査役の報酬限度額は、2014年６月26日開催の第42回定時株主総会において、年額

36,000千円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は４名で

あります。

５. 上記のほか、当社の取締役３名が子会社から受けた報酬等の総額は121,455千円であ

ります。

６. 取締役会は、代表取締役社長磯﨑一雄に対し各取締役の基本報酬の額の決定を委任し

ております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門に

ついて評価を行うには代表取締役社長が適していると判断したためであります。

ハ. 当事業年度において支払った役員退職慰労金

　該当事項はありません。

ニ. 社外役員が親会社等又は親会社等の子会社等から受けた役員報酬等の

総額

　該当事項はありません。
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出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役

弘中　喜通

当事業年度に開催された取締役会13回のうち10回に出席いたしました。

主に経営者としての豊富な経験と幅広い見地から、取締役会では積極的に意

見を述べており、当社の経営全般について監督、助言を行うなど、意思決定

の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

社外監査役

前原　豊

当事業年度に開催された取締役会13回のうち10回に、また、監査役会12回の

全てに出席いたしました｡

コンプライアンス関係の豊富な経験と見地から、議案・審議などにつき適宜

質問・助言を行っております。

社外監査役

相亰　重信

当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回に、また、監査役会12回の

全てに出席いたしました｡

金融機関等企業経営全般についての豊富な経験と見地から、議案・審議など

につき適宜質問・助言を行っております。

⑤　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の社外役員等の兼任状況及び当社と他の法人等との関係

　該当事項はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
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支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

67,980千円

(4) 会計監査人の状況

①　名称 監査法人日本橋事務所

②　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人

の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

連結子会社に係る顧客資産の分別管理の保証業務及び特定資産の価格等

に関する調査であります。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不

再任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招

集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報

告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

① 取締役・使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

当社グループの役職員は、「人が、心が、すべて。」の企業理念、内部

規程、宅地建物取引業法や建設業法をはじめとする関連法令等の理解が法

令・定款及び社会規範を遵守した行動のための基本であることを認識し、

その徹底を図るため、リスクマネジメント部においてコンプライアンスの

取り組みを横断的に統括することとし、同部を中心に当社グループ役職員

の教育等を行う。また、当社代表取締役が繰り返しその精神を当社グルー

プ役職員に伝えることにより、法令遵守をあらゆる企業活動の前提とする

ことを徹底する。内部監査室は、リスクマネジメント部と連携の上、コン

プライアンスの状況を監査する。これらの活動は定期的に取締役会及び監

査役会に報告されるものとする。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

当社グループの文書取扱管理規程に基づき、取締役の職務執行に係る情

報を記録し保存、管理する。

取締役及び監査役は、これらの情報を閲覧できるものとする。

内部監査室は、情報の記録・保存・管理状況等の監査を行う。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社グループ各社の取締役会がリスク管理体制を構築する責任と権限を

有し、コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ等に関す

るリスクについては、それぞれ担当部署にて、規則・ガイドラインの制

定、研修の実施、マニュアルの作成・配布を行うものとする。また、リス

クマネジメント部は、当社グループ各部と連携して当社グループ全体のリ

スクを網羅的・総括的に管理する。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制

当社は、変化の激しい経営環境に迅速に対応すべく、定例の取締役会の

ほか必要に応じて随時開催し、業務執行上の責任を明確にするため、取締

役の任期を１年と定めている。また、当社グループ各社の取締役会の業務

執行の効率化を図るため、以下の体制を整備する。

(1) 職務権限・意思決定ルールの策定

(2) 取締役会による中期経営計画の策定、中期経営計画に基づく事業毎の

業績目標の設定と月次・四半期業績管理の実施

(3) 取締役会による月次業績のレビューと改善策の実施

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

当社グループにおける内部統制の構築を目指し、業務適正については、

関係会社管理規程に基づき管理し、業務執行の状況について、リスクマネ

ジメント部、総務部、人事部、経理部、内部監査室等の各担当部が評価及

び監査を行うものとする。リスクマネジメント部、総務部、人事部、経理

部、内部監査室等の各部は、当社グループに損失の危険が発生し、各担当

部がこれを把握した場合には、直ちに発見された損失の危険の内容、損失

の程度及び当社に及ぼす影響等について、当社の取締役会及び担当部署に

報告する体制を確保する。内部監査室は、内部監査を実施した結果を取締

役会、監査役、グループ会社社長等に報告し、内部統制の整備を推進する

とともに、各部と協力の上、改善策の指導、実施の支援、助言等を行う。

監査役はグループ全体の監視・監査を実効的かつ適正に行えるよう、会計

監査人との緊密な連携体制を構築する。

⑥ 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役は内部監査室所属の職員に監査業務に必要な事項を命令すること

ができるものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた職員はその

命令に関して、取締役、内部監査室長等の指揮命令は受けないものとす

る。

当該職員の人事異動等については、監査役会の同意を得るものとする。
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⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制

当社グループの役職員は、当社監査役の定めるところに従い、法定の事

項に加え、当社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況

等を要請に応じて報告及び情報提供する。報告の方法（報告者、報告受領

者、報告時期等）については、取締役と監査役との協議により決定する方

法とする。

監査役への報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告を行っ

たことを理由に不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループ

役職員に周知徹底する。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制

監査役は、代表取締役社長、監査法人とそれぞれ定期的に意見交換会を

開催し、効果的な監査業務の遂行を図る。取締役は、監査役の適切な職務

遂行のため、監査役と子会社の取締役・監査役との情報交換が適切に行わ

れるよう協力する。

また、監査役が職務を執行する上で必要な費用に関しては、速やかに当

該費用の処理を行うものとする。

⑨ 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社グループは、財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法に基づ

く、内部統制の有効性の評価かつ内部統制報告書の適切な提出に向け、内

部統制システムを構築する。また、本システムが適正に機能し、運用が継

続されるよう評価及び是正を行う。

⑩ 反社会的勢力排除に向けた体制

当社グループは、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一

切の関係を持たず、反社会的勢力からの不当要求・妨害行為に対しては、

警察や弁護士等の外部専門機関と連携し、毅然とした態度で組織的に対応

することを基本方針とする。

当社グループでは「行動規範ハンドブック」を全社員に配布し、そのハ

ンドブックにおいて、反社会的勢力に対する行動規範を記載し、その事項

の遵守を全社員へ周知徹底する。また、総務部を反社会的勢力対応部署と

し反社会的勢力に関する事項を統括管理する。同部では不当要求防止責任

者を配置し、「反社会的勢力排除対応マニュアル」を全社に告示し運用を

行う。また、反社会的勢力による不当要求に備え、平素から警察や顧問弁

護士等の外部専門機関と連携をとる。
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(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社では、前記業務の適正を確保するための体制に関する方針に基づい

て、体制の整備とその適切な運用に努めております。当事業年度における当

該体制の運用状況の概要は、次のとおりであります。

① コンプライアンスに対する取組みの状況

当社は、リスクマネジメント部を中心にグループ役職員のコンプライア

ンスに関する教育等を行っております。当事業年度におきましては、グル

ープ内の重要な会議やメディアを通したコンプライアンスの重要性に関す

るメッセージの発信、テーマ毎のモニタリングの実施等を継続しておりま

す。また、内部監査室におきましては、法令・定款・社内規程等の遵守状

況の監査を重点項目とし、これらの状況につきましては定期的に取締役会

及び監査役会に報告されております。

② 取締役の職務執行体制

取締役会は、社外取締役１名を含む取締役11名で構成され、社外監査役

２名を含む監査役３名も出席しております。取締役会は13回開催し、各議

案についての審議、業務執行状況等の監督を行っております。

③ グループにおける業務の適正の確保に対する取組みの状況

当社取締役は、主要なグループ会社の代表取締役も兼務しております

が、その他のグループ会社につきましても取締役を兼務しており、毎月１

回以上開催される各社取締役会に出席し、月次業績や重要事項の決議等に

ついて確認し、当社取締役会及び担当部署に適切に報告しております。

④ 監査役の監査体制

当社の各監査役は、監査方針及び職務分担等に従い、取締役及びその他

の使用人等と意思疎通を図り、取締役会その他重要な会議に出席するとと

もに、重要な決裁書類等の閲覧、本社及び主要な事業所における業務及び

財産の状況の確認等取締役の職務執行状況の監査を行っております。ま

た、原則として月１回開催しております監査役会におきまして各監査役間

の情報共有を図るとともに、会計監査人及び内部監査室と随時情報交換を

行い、必要に応じて連携の上、業務改善や業務活動の適正性を指導してお

ります。
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(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　配当政策につきましては、将来の事業展開や財務体質強化のため内部留保

の充実に努めるとともに、株主各位に対して、長期的に安定した配当を継続

していく方針であります。

　当連結会計年度におきましては、ホテル・レジャー事業等で業績に多大な

影響がありましたが、新型コロナウイルス感染症拡大の中で感染予防対策を

講じながら各事業セグメントにおきまして営業活動を行ってまいりました。

期末配当金につきましては2022年２月８日に公表いたしました2022年３月期

期末配当金（予想）から７円増額し、期末配当金を１株当たり40円とし、中

間配当金１株当たり33円とあわせまして年間73円の配当を行います。
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（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

契 約 資 産

販 売 用 不 動 産

仕 掛 販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

前 払 費 用

未 収 入 金

立 替 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金
　

117,161,354

74,385,751

13,517

9,794,085

3,446,333

10,925,003

7,731,412

1,835,618

1,965,916

993,624

3,856,525

2,475,023

△261,457

156,126,000

128,091,571

47,443,448

1,887,442

75,093,525

3,667,154

3,114,766

1,485,996

1,016,190

612,580

24,919,662

12,856,737

411,706

589,095

2,489,015

9,006,813

△309,889

△123,816
　

流 動 負 債 81,798,842

買掛金及び工事未払金 16,676,150

短 期 借 入 金 5,474,000

１年以内返済予定長期借入金 19,345,106

未 払 法 人 税 等 4,361,602

契 約 負 債 11,741,514

未 払 費 用 1,135,852

賞 与 引 当 金 2,778,410

家 賃 預 り 金 13,296,180

ポ イ ン ト 引 当 金 387,526

そ の 他 6,602,499

固 定 負 債 63,811,926

長 期 借 入 金 49,964,784

役員退職慰労引当金 988,625

完成工事補償引当金 1,107,220

賃貸事業損失引当金 476,786

退職給付に係る負債 248,283

資 産 除 去 債 務 2,223,526

再評価差額金に係る繰延税金負債 573,215

長 期 契 約 負 債 772,603

そ の 他 7,456,880

負 債 合 計 145,610,768

純 資 産 の 部

株 主 資 本 120,713,232

資 本 金 11,039,484

資 本 剰 余 金 6,246,489

利 益 剰 余 金 111,600,283

自 己 株 式 △8,173,024

その他の包括利益累計額 5,352,511

その他有価証券評価差額金 3,841,158

土地再評価差額金 1,253,599

為替換算調整勘定 △185,322

退職給付に係る調整累計額 443,075

非支配株主持分 1,610,842

純 資 産 合 計 127,676,586

資 産 合 計 273,287,355 負 債 ・ 純 資 産 合 計 273,287,355

連 結 貸 借 対 照 表
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( 2021年４月１日から
2022年３月31日まで )

（単位：千円）

売 上 高 196,578,563

売 上 原 価 136,494,551

売 上 総 利 益 60,084,012

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 35,901,110

営 業 利 益 24,182,902

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 406,794

為 替 差 益 870,288

助 成 金 収 入 372,733

そ の 他 428,119 2,077,934

営 業 外 費 用

支 払 利 息 265,940

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 88,639

そ の 他 116,969 471,550

経 常 利 益 25,789,286

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 100,213

投 資 有 価 証 券 売 却 益 294,522

そ の 他 16,334 411,069

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 783

固 定 資 産 除 却 損 345,028

過 年 度 消 費 税 等 159,807

減 損 損 失 1,011

そ の 他 82,528 589,160

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 25,611,196

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 8,545,977

法 人 税 等 調 整 額 140,759 8,686,737

当 期 純 利 益 16,924,458

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 152,448

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 16,772,009

連 結 損 益 計 算 書
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( 2021年４月１日から
2022年３月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 11,039,484 6,232,274 98,498,213 △432,410 115,337,562

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

△349,496 △349,496

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映
し た 当 期 首 残 高

11,039,484 6,232,274 98,148,717 △432,410 114,988,066

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △3,320,461 △3,320,461

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

16,772,009 16,772,009

自 己 株 式 の 取 得 △7,740,776 △7,740,776

自 己 株 式 の 処 分 4 161 166

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動

14,209 14,209

土地再評価差額金取崩額 17 17

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

－

当連結会計年度中の変動額合計 － 14,214 13,451,565 △7,740,614 5,725,166

当 期 末 残 高 11,039,484 6,246,489 111,600,283 △8,173,024 120,713,232

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証
券評価差額金

土地再評価
差　額　金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 4,155,367 1,253,617 △343,421 185,558 5,251,122 1,383,805 121,972,490

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

－ △349,496

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映
し た 当 期 首 残 高

4,155,367 1,253,617 △343,421 185,558 5,251,122 1,383,805 121,622,994

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － △3,320,461

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ 16,772,009

自 己 株 式 の 取 得 － △7,740,776

自 己 株 式 の 処 分 － 166

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動

－ 14,209

土地再評価差額金取崩額 ー 17

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△314,208 △17 158,098 257,516 101,388 227,036 328,425

当連結会計年度中の変動額合計 △314,208 △17 158,098 257,516 101,388 227,036 6,053,591

当 期 末 残 高 3,841,158 1,253,599 △185,322 443,075 5,352,511 1,610,842 127,676,586

連結株主資本等変動計算書

－ 29 －



連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 60社

・主要な連結子会社の名称 スターツＣＡＭ株式会社

スターツアメニティー株式会社

スターツピタットハウス株式会社

スターツコーポレートサービス株式会社

ピタットハウスネットワーク株式会社

スターツファシリティーサービス株式会社

スターツケアサービス株式会社

スターツデベロップメント株式会社

スターツ出版株式会社

スターツ証券株式会社

スターツアセットマネジメント株式会社

スターツホテル開発株式会社

　当連結会計年度より、スターツクリーンパートナーズ株式会社を新たに設立し、連結子

会社に加えております。

②　非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称 Starts Real Estate Consultants(shanghai) Co.,Ltd

Pt.Starts International Indonesia

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社はいずれも小規模であり､ 合計の総資産､ 

売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要

な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外して

おります。

(2) 持分法の適用に関する事項

①持分法適用の関連会社数 １社

株式会社フィルライフ

②持分法を適用していない非連結子会社20社及び関連会社２社は、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算

書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。主要な非連結子会社はStarts Real Estate Consultants(shanghai) Co.,Ltd及

びPt.Starts International Indonesiaであります。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

スターツ出版株式会社、東岡崎駅北東街区複合施設株式会社、スターツ福祉貢献インフラ

ファンド投資事業有限責任組合、両国福祉貢献プロジェクト合同会社、千鳥福祉貢献プロジ

ェクト合同会社、Starts Guam Golf Resort Inc.、Starts(Cambodia)Corporation、Starts CAM(Cambodia) 

Corporation、Starts Hotel(Cambodia)Corporation、Starts Estate Management(Cambodia)Corporationの決算日は12

月31日であり、連結決算日との差異が３ヶ月以内につき、当該事業年度に係わる計算書類を

用いており、重要な取引は連結上調整を行うこととしております。
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イ．有形固定資産

（リース資産を除く）

当社および国内連結会社は主として定率法（但し、1998

年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については定額法）、在外子会社については定額

法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ２～47年

その他 ２～20年

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

・その他有価証券

市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

以外のもの　　　　　　　　売却原価は総平均法により算定）

市場価格のない株式等 総平均法による原価法

ロ．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

ハ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

・販売用不動産、仕掛販売用不動産、未成工事支出金

主として個別法に基づく原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　開発期間中の仕掛販売用不動産には、個々の案件に係る借入金に対する支払利息の

うち、当該期間中に係る利息を算入することとしております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

ロ．無形固定資産

  （リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（３～５年）に基づく定額法

によっております。

・その他の無形固定資産 定額法によっております。

ハ．リース資産 リース期間を耐用年数とし残存価額をゼロとする定額法

によっております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

ロ．投資損失引当金 関係会社等に対する投資に係る損失に備えるため、当該

関係会社の財政状態等を勘案し、必要と認められる額を

計上しております。
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ハ．賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、国内連結会社において

は、支給見込額基準により計上しております。

ニ．ポイント引当金 当社グループが運営するポイント制度（売上金額に応じ

て付与されるポイントを除く）について将来のポイント

の利用による費用発生に備えるため、ポイント使用実績

率に基づき、次期以降に利用されると見込まれるポイン

トに対して見積額を計上しております。

ホ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内部規程に基づ

く期末要支給額を計上しております。

ヘ．完成工事補償引当金 完成工事にかかる瑕疵担保に要する費用に充てるため､

補償実績率により計上しております。

ト．賃貸事業損失引当金 一括借上賃貸事業において、一括借上契約により発生す

る損失に備えるため、契約期間内に見込まれる損失見積

額を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しております。

ハ．未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資

産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しておりま

す。

ニ．小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤　のれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、５年から20年の合理的な期間で定額法により償却することと

しておりますが、金額が僅少な場合は発生年度に全額償却しております。

⑥　収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履

行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以

下のとおりであります。

イ.建設事業におきましては、建設工事等の請負契約に係る履行義務を充足するにつれ

て、一定の期間にわたり収益を認識しております。また、履行義務の充足に係る進捗度の

見積り方法は、主として発生原価に基づくインプット法によっております。ただし、契約

における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短

い工事契約につきましては、一定の期間にわたり収益を認識せず、引渡時点において履行

義務が完全に充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
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ロ.賃貸仲介事業及び売買仲介事業におきましては、これらの仲介業務契約に係る役務提

供完了時点において一時点で収益を認識しております。なお、売買仲介事業においては、

不動産売買契約に関する物件が引き渡された時点で履行義務を充足したと判断し、当該時

点で収益を認識しております。

ハ.不動産管理事業におきましては、不動産の管理サービス等を行っており、当該契約期

間において、履行が完了した部分に対する、請求する権利を有している金額で収益を認識

しております。また、顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代理

人に該当する取引については、顧客から受け取る額から原価相当額を控除した純額で収益

を認識しております。

ニ.分譲不動産事業におきましては、住宅等の分譲を行っており、分譲契約に係る物件が

引き渡される一時点で履行義務が充足されると判断し、当該引渡時点において収益を認識

しております。

ホ.その他、出版事業におきましては、書籍等の販売時点において収益を認識しておりま

す。なお、書籍等の販売に係る収益は顧客との契約において約束された対価から、返品さ

れると見込まれる製品の対価を除いた金額で測定しております。また、ホテル・レジャー

事業におきましては、宿泊利用サービス等の提供が完了した一時点で収益を認識しており

ます。さらに、高齢者支援・保育事業におきましては、契約期間に応じて一定の期間にわ

たり収益を認識しております。なお、高齢者支援住宅における顧客の入居時に受領する入

居前受金については、受領した全額を顧客の想定入居期間にわたり収益として認識してお

ります。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項

（連結納税制度の適用）

　連結納税制度を適用しております。当社および一部の国内連結子会社は、翌連結会計年

度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行いたします。ただし、「所得税法の一

部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度への移

行およびグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目につ

いては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する

取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取り扱いにより、「税効果会計

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定

めを適用せず、繰延税金資産および繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基

づいております。なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合に

おける法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グ

ループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42

号　2021年８月12日）を適用する予定であります。

２．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益

を認識することといたしました。収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとお

りであります。
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（1）工事契約に係る収益認識

　建設事業における工事契約に関し、従来は進捗部分について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準を、それ以外の工事については工事完成基準を適用しておりまし

たが、当連結会計年度の期首より、一定の期間にわたり充足される履行義務については、履

行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識す

る方法に変更しております。なお、工期がごく短い営繕工事等については、完全に履行義務

を充足した時点で収益を認識することとしております。

（2）代理人取引に係る収益認識

　顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引につ

いては、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、当連結会計年度

の期首より、顧客から受け取る額から売上原価を控除した純額で収益を認識する方法に変更

しております。

（3）高齢者支援住宅における入居前受金に係る収益認識

　高齢者支援・保育事業において顧客の入居時に受領する入居前受金については、その一部

を入居時に収益計上しておりましたが、当連結会計年度の期首より、受領した全額を顧客の

想定入居期間にわたり収益として認識する方法に変更しております。

（4）売買仲介事業における仲介手数料に係る収益認識

　売買仲介事業において契約成立時に受領した不動産仲介手数料については、不動産売買契

約が成立した時点で収益を認識しておりましたが、当連結会計年度の期首より、不動産売買

契約に関する物件が引き渡された時点で収益を認識する方法に変更しております。

（5）自社ポイント制度に係る収益認識

　当社グループが運営するポイント制度について、従来は、将来のポイントの利用に伴う費

用発生に備えるため、引当金として計上しておりましたが、当該ポイントが重要な権利を顧

客に提供する場合、付与したポイントを履行義務として識別し、ポイントの使用により将

来、商品又は各種サービスが提供されるまで収益の計上を繰り延べる方法に変更しておりま

す。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場

合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新た

な会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、

当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識

した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項ま

た書き(1)に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更に

ついて、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的

影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の売上高は94億88百万円減少し、売上原価は92億45百万円減少

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ43百万円減少しておりま

す。また、利益剰余金の当期首残高は３億49百万円減少しております。
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繰延税金資産 2,489,015千円

有形固定資産 128,091,571千円

無形固定資産 3,114,766千円

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動

資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形」、「売

掛金」及び「契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示していた「ポイント引当金」

の一部、「未成工事受入金」及び「その他」は、当連結会計年度より「契約負債」及び「そ

の他」として表示し、「固定負債」に表示していた「その他」は、当連結会計年度より「長

期契約負債」及び「その他」に含めて表示しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及

び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定

める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわた

って適用することといたしました。

　なお、連結計算書類に及ぼす影響はありません。

３．表示方法の変更に関する注記

該当事項はありません。

４．会計上の見積りに関する注記

（重要な会計上の見積り）

1.繰延税金資産

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、繰延税金資産について、将来の利益計画に基づいた課税所得が十

分に確保できることや、スケジューリング等に基づき回収可能性があると判断した将

来減算一時差異について繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産の回収可能

性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提とした条件や仮定に

変更が生じた場合、繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性がありま

す。

2.固定資産の減損

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについ

て、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が

帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として計上しております。減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定にあたっ

ては慎重に検討しておりますが、新型コロナウイルス感染症の影響や市場環境の変化
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退職給付に係る資産　　471,122千円（注1）

退職給付に係る負債　　248,283千円

現金及び預金 190,793千円

売掛金 1,217,434千円

建物及び構築物 3,861,124千円

土地 19,497,538千円

投資有価証券 53,918千円

計 24,820,809千円

１年以内返済予定長期借入金 2,155,224千円

長期借入金 4,813,095千円

計 6,968,319千円

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 37,576,642千円

により、事業計画等における見積り額の前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、

減損処理が必要となる可能性があります。

3.退職給付に係る資産、負債

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（注1）退職給付に係る資産は連結貸借対照表 投資その他の資産の「その他」に含まれて

おります。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　確定給付制度における従業員の退職給付費用及び退職給付債務は数理計算上の仮定

を用いて算出しており、仮定には割引率、予想昇給率、退職率、死亡率及び年金資産

の長期期待運用収益率等を含んでいます。なお、一部の連結子会社は、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しておりま

す。当社グループが使用した数理計算上の仮定は妥当なものと判断しておりますが、

仮定と実績が異なる場合や仮定自体が変更された場合には将来の退職給付費用、退職

給付に係る資産、負債に重要な影響を与える可能性があります。

５．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

(2) 上記(1)に対応する担保付債務

(4) 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として

純資産の部に計上しております。

再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）

第２条第４号に定める路線価及び同条第３号に定める固定資産税評価額に

奥行価格補正及び時点修正等を行って算出したほか、同条第５号に定める

不動産鑑定士による鑑定評価に時点修正を行って算出しております。

再評価を行った年月日 2000年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△1,470,999千円

－ 36 －



株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

発 行 済 株 式
普 通 株 式

53,998,205株 － － 53,998,205株

自 己 株 式
普 通 株 式

1,342,001株 3,000,286株 4,273株 4,338,014株

（決議）
株式の
種 類

配当金の総額
１株当たり
配 当 金

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 1年５月1 0日
取 締 役 会

普通
株式

1,723,641千円 32円 2021年３月31日 2021年６月30日

2 0 2 1年1 1月５日
取 締 役 会

普通
株式

1,678,498千円 33円 2021年９月30日 2021年12月１日

（決議）
株式の
種 類

配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配 当 金

基 準 日 効力発生日

2022年５月10日
取 締 役 会

普通
株式

2,034,543千円 利益剰余金 40円 2022年３月31日 2022年６月30日

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に

関する事項

（注）普通株式の自己株式の増加3,000,286株は、取締役会決議による自己株式の取得による

増加3,000,000株、単元未満株式の買取による増加286株によるものであります。

普通株式の自己株式の減少4,273株は、連結子会社の持分変動による当社帰属分の減少

4,208株、単元未満株式の買増による減少65株によるものであります。

(2) 剰余金の配当に関する事項

　①　配当金支払額

（注）配当金の総額は、関係会社が保有する親会社株式の配当金控除前の金額です。

　②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

(3) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

７．金融商品に関する注記

　(1）金融商品の状況に関する事項

　①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用につきましては短期的な預金等に限定し、また、資金調達に

つきましては銀行借入による方針であります。なお、デリバティブ取引は将来の為替変動

リスクの回避を目的とし、投機的な取引は行わない方針であります。

　②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リス

クに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、定期的に時価

や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満期保有目的債券以外のものにつ

きましては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しておりま

す。

　営業債務である買掛金及び工事未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。

－ 37 －



連結貸借対照表計上額
（千円）(*）

時価
（千円）(*）

差額
（千円）

①　売掛金 9,794,085 9,789,054 △5,030

②　長期貸付金 411,706

　　　貸倒引当金(*1） △289,479

122,226 125,476 3,249

③　投資有価証券

　　　その他有価証券 11,906,133 11,906,220 86

④　長期借入金（１年以内返済予
定長期借入金を含む）

(69,309,890) (69,291,622) △18,268

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則と

して５年以内）は主に設備投資に係る資金調達であります。

　営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月

次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

　(2）金融商品の時価等に関する事項

　2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につきまして

は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額

950,603千円）は、「その他有価証券」には含めておりません。また、「現金及び預

金」、「受取手形」、「未収入金」、「立替金」、「買掛金及び工事未払金」「短期借入

金」並びに「家賃預り金」については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似することから、注記を省略しております。

 (*)負債に計上されているものについては、(　)で示しています。

(*1)個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

　(3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価

レベル2の時価：レベル1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価

レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が も低いレベルに時

価を分類しております。
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区分

時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券（株式） 11,896,215 － － 11,896,215

区分

時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

売掛金 － 9,789,054 － 9,789,054

長期貸付金 － 125,476 － 125,476

投資有価証券

　その他有価証券（債券） － 10,005 － 10,005

長期借入金 － 69,291,622 － 69,291,622

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(単位：千円)

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(単位：千円)

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル1の時価に分類しております。 債券は取引所の価格又は取引金融機関

から提示された価格によっており、レベル2の時価に分類しております。

売掛金、並びに長期貸付金

これらの時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来

キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り

引いた現在価値により算定しており、レベル2の時価に分類しております。

長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を

基に、割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。
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連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

28,700,666千円 11,899,495千円 40,600,495千円 44,573,850千円

８．賃貸等不動産に関する注記

　(1）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社は、東京都及びその他の地域におきまして、賃貸用の住宅、

オフィスビル、商業施設等を所有しております。2022年３月期における当該賃貸等不動産

に関する賃貸損益は1,340,515千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上さ

れております。)、減損損失は1,011千円（特別損失に計上されております。）でありま

す。

　(2）賃貸等不動産の時価等に関する事項

（注1）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注2）当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は、資産取得（12,314,330千円）及び為替換算

差額（138,721千円）であり、主な減少額は、減価償却（409,215千円）、売却（128,117

千円）及び減損損失（1,011千円）であります。

（注3）当連結会計年度末の時価は、原則として「不動産鑑定評価基準」に基づき、自社にて算定

した価額であります。

－ 40 －



報告セグメント

建設事業
賃貸仲介

事業

売買仲介

事業

不動産管理

事業

顧客との契約から生じる収益

その他の収益

64,854,824 7,162,109 5,631,108 48,052,534

－ － － 34,770,949

外部顧客への売上高 64,854,824 7,162,109 5,631,108 82,823,484

報告セグメント

分譲不動産

事業
出版事業

ホテル・

レジャー事業

高齢者支援

・保育事業

顧客との契約から生じる収益 8,438,097 5,132,679 4,485,207 10,347,199

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 8,438,097 5,132,679 4,485,207 10,347,199

報告セグメント

合計コンサル

ティング事業

物販・文化

事業

顧客との契約から生じる収益 4,698,637 1,067,806 159,870,205

その他の収益 1,937,408 － 36,708,358

外部顧客への売上高 6,636,046 1,067,806 196,578,563

 契約負債及び長期契約負債 当連結会計年度

　 期首残高 9,568,796

　 期末残高 12,514,118

９．収益認識に関する注記

　(1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

　(2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　　「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 (4)会計方針に関する

事項」の「⑥収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

　(3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

　　①　契約負債の残高

　　　　顧客との契約から生じた契約負債及び長期契約負債の期首残高及び期末残高は、

　　　以下のとおりであります。

（単位：千円）
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当連結会計年度

　１年以内 71,084,128

　１年超 53,975,420

　合計 125,059,549

　(1）１株当たり純資産額 2,538円57銭

　(2）１株当たり当期純利益 332円83銭

　　当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたもの

は、8,581,754千円であります。なお、長期契約負債につきましては、高齢者支援事業に

おける顧客の入居時に受領する前受金であり、顧客の想定入居期間にわたって履行義務を

充足するものであります。

　　②　残存履行義務に配分した取引価格

　長期の契約を有する上記(1)の建設事業における、残存履行義務に配分した取引価

格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

１０．１株当たり情報に関する注記

１１．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

貯 蔵 品

販 売 用 不 動 産

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

関係会社長期貸付金

差 入 保 証 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金
　

60,271,642

6,358,302

603,621

17,840

9,903,134

442,755

43,956,162

441,249

△1,451,424

104,525,696

71,057,388

25,105,912

600,142

43,958

16,953

659,740

43,706,789

923,891

791,492

377,728

413,763

32,676,815

10,978,040

11,456,821

699

9,653,347

549,811

159,396

501,302

△498,786

△123,816
　

流 動 負 債 50,825,071

短 期 借 入 金 4,674,000

１年以内返済予定長期借入金 19,018,682

未 払 金 1,078,072

未 払 法 人 税 等 2,510,138

前 受 金 32,730

預 り 金 22,634,893

賞 与 引 当 金 180,000

そ の 他 696,555

固 定 負 債 51,028,571

長 期 借 入 金 46,837,189

預 り 保 証 金 560,954

退 職 給 付 引 当 金 148,596

役員退職慰労引当金 355,250

賃貸事業損失引当金 17,636

資 産 除 去 債 務 1,248,601

繰 延 税 金 負 債 1,287,128

再評価に係る繰延税金負債 573,215

負 債 合 計 101,853,642

純 資 産 の 部

株 主 資 本 57,907,123

資 本 金 11,039,484

資 本 剰 余 金 6,199,250

資 本 準 備 金 6,198,048

その他資本剰余金 1,202

利 益 剰 余 金 48,470,293

利 益 準 備 金 190,084

その他利益剰余金 48,280,209

任 意 積 立 金 1,210,000

繰 越 利 益 剰 余 金 47,070,209

自 己 株 式 △7,801,904

評価・換算差額等 5,036,572

その他有価証券評価差額金 3,782,972

土地再評価差額金 1,253,599

純 資 産 合 計 62,943,695

資 産 合 計 164,797,338 負 債 ・ 純 資 産 合 計 164,797,338

貸　借　対　照　表
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( 2021年４月１日から
2022年３月31日まで )

（単位：千円）

売 上 高

配 当 金 収 入 13,893,786

業 務 委 託 収 入 1,064,500

分 譲 不 動 産 事 業 売 上 高 1,069,000

土 地 売 上 高 1,300,000

不 動 産 管 理 事 業 売 上 高 2,149,738

そ の 他 の 事 業 収 入 1,353,119 20,830,145

売 上 原 価

分 譲 不 動 産 事 業 原 価 848,395

土 地 売 上 原 価 1,031,248

不 動 産 管 理 事 業 原 価 2,660,454

そ の 他 の 事 業 原 価 864,892 5,404,989

売 上 総 利 益 15,425,155

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,268,653

営 業 利 益 11,156,502

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 546,564

為 替 差 益 871,331

そ の 他 64,863 1,482,760

営 業 外 費 用

支 払 利 息 301,666

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 708,098

そ の 他 5,005 1,014,770

経 常 利 益 11,624,492

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 294,522

そ の 他 16,237 310,759

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 25,347

投 資 有 価 証 券 売 却 損 8,595

減 損 損 失 77

過 年 度 消 費 税 等 159,807

そ の 他 99,575 293,403

税 引 前 当 期 純 利 益 11,641,849

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 △302,064

法 人 税 等 調 整 額 △149,789 △451,854

当 期 純 利 益 12,093,703

損　益　計　算　書
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( 2021年４月１日から
2022年３月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資本準備金

そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計任 意

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 11,039,484 6,198,048 1,197 6,199,245 190,084 1,210,000 38,378,628 39,778,712 △61,290 56,956,151

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △3,402,140 △3,402,140 △3,402,140

当期純利益 12,093,703 12,093,703 12,093,703

自己株式の取得 △7,740,776 △7,740,776

自己株式の処分 4 4 161 166

土地再評価差額
金 取 崩 額

17 17 17

株主資本以外の項目
の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の
変 動 額 合 計

－ － 4 4 － － 8,691,581 8,691,581 △7,740,614 950,971

当 期 末 残 高 11,039,484 6,198,048 1,202 6,199,250 190,084 1,210,000 47,070,209 48,470,293 △7,801,904 57,907,123

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 4,097,643 1,253,617 5,351,261 62,307,413

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △3,402,140

当期純利益 12,093,703

自己株式の取得 △7,740,776

自己株式の処分 166

土地再評価差額
金 取 崩 額

17

株主資本以外の項目
の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

△314,671 △17 △314,689 △314,689

事業年度中の
変 動 額 合 計

△314,671 △17 △314,689 636,282

当 期 末 残 高 3,782,972 1,253,599 5,036,572 62,943,695

株主資本等変動計算書
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建物 ２～44年

構築物 ３～45年

機械装置 ５～15年

車両運搬具 ５～６年

器具及び備品 ２～15年

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1）資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

・子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法

・その他有価証券

市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

以外のもの　　　　　　　　　　し、売却原価は総平均法により算定）

市場価格のない株式等 総平均法による原価法

②　デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品 最終仕入原価法

・販売用不動産、仕掛販売用不動産 個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は、収益性

の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

開発期間中の仕掛販売用不動産には、個々の案件に

係る借入金に対する支払利息のうち、当該期間中に

係る利息を算入することとしております。

(2）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法を採用しております。但し、1998年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築

物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

②　無形固定資産 定額法。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（３～５年）に基づ

く定額法によっております。

(3）引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売掛債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等については個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

②　投資損失引当金

関係会社株式への投資に係る損失に備えるため、当該関係会社の財政状態等を勘案し、
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必要と認められる額を計上しております。

③　賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。

④　退職給付引当金

従業員退職金の支払に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び企業年金制

度に係る年金資産の見込額に基づき、計上しております。また、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑤　ポイント引当金

当社が運営するポイント制度（売上金額に応じて付与されるポイントを除く）の将来の

使用による費用発生に備えるため、ポイント使用実績率に基づき、次期以降に利用され

ると見込まれるポイントに対し見積り額を計上しております。当期計上額は、257,559

千円でありますが、金額的重要性が低いため、流動負債の「その他」に含めておりま

す。

⑥　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内部規程に基づく期末要支給額を計上しており

ます。

⑦　賃貸事業損失引当金

一括借上賃貸事業において、一括借上契約により発生する損失に備えるため、契約期間

内に見込まれる損失見積額を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準

　当社と顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

イ.業務委託収入

　当社は一部の連結子会社に対して人事、総務、経理業務等の業務を受託しており、当該契

約期間において、履行が完了した部分に対する、請求する権利を有している金額で収益を認

識しております。

ロ.分譲不動産事業売上高及び土地売上高

　当社は賃貸住宅、土地等の販売を行っております。不動産売買契約に係る物件が引き渡さ

れる一時点で履行義務が充足されると判断し、当該引渡時点において収益を認識しておりま

す。

(5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグルー

プ通算制度へ移行いたします。ただし、「所得税法の一部を改正する法律」（令和２年

法律第８号）において創設されたグループ通算制度への移行およびグループ通算制度へ

の移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度か

らグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告

第39号 2020年３月31日）第３項の取り扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、

繰延税金資産および繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいておりま
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有形固定資産 71,057,388千円

無形固定資産 791,492千円

す。なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及

び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制

度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年

８月12日）を適用する予定であります。

②　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理

の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

２．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会

計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧

客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識

することといたしました。

　なお、計算書類に及ぼす影響は軽微であります。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金

融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める経

過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適

用することといたしました。

　なお、計算書類に及ぼす影響はありません。

３．表示方法の変更に関する注記

該当事項はありません。

４．会計上の見積りに関する注記

（重要な会計上の見積り）

1.固定資産の減損処理

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は

資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合に

は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定にあたっては慎重に検討しておりますが、新型

コロナウイルス感染症の影響や市場環境の変化により、事業計画等における見積り額の前提

とした条件や仮定に変更が生じた場合、減損処理が必要となる可能性があります。
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現金及び預金 2,801千円

建物 2,261,757千円

土地 19,065,651千円

投資有価証券 12,000千円

計 21,342,210千円

１年以内返済予定長期借入金 1,992,000千円

長期借入金 2,072,000千円

計 4,064,000千円

短期金銭債権 44,603,596千円

長期金銭債権 15,355千円

短期金銭債務 22,491,476千円

(4）有形固定資産の減価償却累計額 8,008,727千円

△1,470,999千円

(1）売上高 16,755,487千円

(2）仕入高 809,820千円

(3）販売費及び一般管理費 887,319千円

(4）営業取引以外の取引高 944,708千円

５．貸借対照表の注記

(1）担保に供している資産

(2）上記(1)に対応する担保付債務

(3）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

(5）「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価
に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日改正）に基づき有形固定資産の
土地の再評価を行い、当該評価差額金のうち法人税その他の利益に関連する金額を課税標
準とする税金に相当する金額である繰延税金負債を負債の部に計上し、当該繰延税金負債
を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。
「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」
第３条第３項に定める再評価の方法については、土地の再評価に関する法律施行令（平成
10年３月31日公布政令第119号）第２条第４項に定める地価税法（平成３年法律第69号）
第16条に規定する地価税の課税価格の計算基礎となる土地の価格を算出するために国税庁
長官が公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行っ
て算出する方法を採用しております。

再評価を行った年月日 2000年３月31日

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

(6）偶発債務

　　該当事項はありません。

６．損益計算書の注記

　関係会社との取引高
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株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 134,403株 3,000,286株 65株 3,134,624株

繰越欠損金 656,724千円

投資損失引当金 37,918千円

関係会社株式評価損 374,335千円

役員退職慰労引当金 108,794千円

賞与引当金 55,124千円

退職給付引当金 45,507千円

投資有価証券評価損 33,260千円

減損損失 619,389千円

賃貸事業損失引当金 5,400千円

貸倒引当金 597,246千円

その他 781,644千円

繰延税金資産計（小計） 3,315,366千円

評価性引当額 △2,566,007千円

繰延税金資産　合計 749,358千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 1,669,944千円

その他 366,542千円

繰延税金負債　合計 2,036,487千円

繰延税金負債の純額 1,287,128千円

再評価に係る繰延税金負債 573,215千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

 (注) 普通株式の自己株式の増加3,000,286株は、取締役会決議による自己株式の取得による

増加3,000,000株、単元未満株式の買取による増加286株によるものであり、自己株式の

減少65株は単元未満株式の買増によるものであります。

８．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び負債の発生の主な原因

繰延税金資産
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属性 会社等の名称
資本金又は出
資金（千円）

事業の内容
議決権等の
所有割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科　目
期末残高
（千円）

子会社
スターツＣＡＭ株式
会社

450,000 建設事業
直接
100％

管理部門業務
の 受 託

支 払 利 息 52,612 預 り 金 17,250,000

（総合建
築請負）

役員の兼任 資金の預り 30,650,000

不動産賃貸 資金の返済 27,400,000

建 設 発 注

子会社
スターツデベロップ
メント株式会社

320,000
分譲不動
産事業

直接
100％

管理部門業務
の 受 託

受 取 利 息 109,681 未収入金 36,249,176

役員の兼任 資金の預け 10,520,000

不動産賃貸 資金の回収 5,194,531

分譲不動産
販 売

子会社
Starts New York 
Realty,LLC.

11,603
賃貸仲介
事業

間接
100％

資金の貸付 受 取 利 息 21,340 長 期
貸 付 金

1,960,320

売買仲介
事業

役員の兼任 資金の貸付 20,240 未収収益 73,973

不動産管
理事業

短 期
貸 付 金

71,842

子会社
Starts Hotel
(Cambodia) 
Corporation

176,800
ホテル・
レジャー
事業

直接
100％

資金の貸付 受 取 利 息 25,131
長 期
貸 付 金

4,618,998

役員の兼任 資金の回収 112,865 未収収益 6,833

種　類 会社等の名称
議決権等の所有（被所
有 ） 割 合 （ % ）

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科　目
期末残高
（千円）

役員及びその近親者が議
決権の過半数を所有して
いる会社等（当該会社等
の子会社を含む）

株式会社豊州
被所有
　直接 16.05%

役 員 の 兼 任
自己株式の
取 得

7,740,000 － －

９．関連当事者との取引に関する注記

(1)親会社及び法人主要株主等

　 該当事項はありません。

(2)子会社及び関連会社等

１．取引金額には、消費税等を含めておりません。期末残高には、消費税を含めております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

①固定資産の取得は、一般取引条件と同様に、提示された価格をもとに検討し、交渉のうえ決

定しております。

②資金の預り、預け、貸付については、市場金利等を勘案して決定しております。

③スターツデベロップメント株式会社への未収入金に対し1,400,000千円の貸倒引当金を計上し

ております。この引当金に関連し、当事業年度において600,000千円の貸倒引当金繰入額を計

上しております。

④Starts New York Realty,LLC.への長期貸付金に対し169,142千円の貸倒引当金を計上しており

ます。この引当金に関連し、当事業年度における貸倒引当金繰入額はありません。

(3)役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等

・自己株式の取得は、2021年5月10日開催の取締役会決議に基づき、公開買付の方法により、買

付価格を普通株式１株につき2,580円にて行っております。
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１株当たり純資産額 1,237円50銭

１株当たり当期純利益 234円40銭

１０．１株当たり情報に関する注記

１１．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 千 葉 茂 寛

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 古 川 　 誉

独立監査人の監査報告書

2022年５月27日

スターツコーポレーション株式会社

取締役会　御中

監査法人　日本橋事務所

東京都中央区

　監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、スターツコーポレーション株式会
社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、スターツコーポレーション株式会社及び連結子会社からなる企業集
団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の
表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督
及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 千 葉 茂 寛

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 古 川 　 誉

独立監査人の監査報告書

2022年５月27日

スターツコーポレーション株式会社

取締役会　御中

監査法人　日本橋事務所

東京都中央区

　監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、スターツコーポレーション株
式会社の2021年4月1日から2022年3月31日までの第50期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第50期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、

審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査

の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の

方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等

と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

に、以下の方法で監査を実施しました。

　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重

要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び

財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社

の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応

じて子会社から事業の報告を受けました。

　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社か

ら成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する

取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内

部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び

運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明いたしました。

　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、

会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため

の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す

る品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って

整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。

監査役会の監査報告
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容

及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま

せん。

(2) 　計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人　監査法人日本橋事務所の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

(3) 　連結計算書類の監査結果

会計監査人　監査法人日本橋事務所の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

常 勤 監 査 役 宝 垣 和 彦 ㊞

社 外 監 査 役 前　原　　　豊 ㊞

社 外 監 査 役 相 亰 重 信 ㊞

2022年５月30日

スターツコーポレーション株式会社　監査役会

　
以　上
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現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネッ

ト開示とみなし提供）

第16条　当会社は、株主総会の招集に

際し、株主総会参考書類、事業報

告、計算書類および連結計算書類に

記載または表示をすべき事項に係る

情報を、法務省令に定めるところに

従いインターネットを利用する方法

で開示することにより、株主に対し

て提供したものとみなすことができ

る。

（削　除）

（電子提供措置等）

（新　設） 第16条　当会社は、株主総会の招集に

際し、株主総会参考書類等の内容で

ある情報について電子提供措置をと

る。

株主総会参考書類

第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし

書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主総会

資料の電子提供制度が導入されることとなりますので、次のとおり定款を変更

するものであります。

（1）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を

定款に定めることが義務付けられることから、変更案第16条（電子提供

措置等）第１項を新設するものであります。

（2）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項

のうち、書面交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲

を法務省令で定める範囲に限定することができるようにするため、変更

案第16条（電子提供措置等）第２項を新設するものであります。

（3）株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第16条（株主

総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要とな

るため、これを削除するものであります。

（4）上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであり

ます。なお、本附則は期日経過後に削除するものといたします。

２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。)
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現 行 定 款 変 更 案

２　当会社は、電子提供措置をとる事

項のうち法務省令で定めるものの全

部又は一部について、議決権の基準

日までに書面交付請求をした株主に

対して交付する書面に記載すること

を要しないものとする。

（新　設） （附則）

（株主総会資料の電子提供に関する経

過措置）

（新　設） 第１条　定款第16条（株主総会参考書

類等のインターネット開示とみなし

提供）の削除及び定款第16条（電子

提供措置等）の新設は、2022年９月

１日から効力を生ずるものとする。

２　前項の規定にかかわらず、2022年

９月１日から６か月以内の日を株主

総会の日とする株主総会について

は、定款第16条（株主総会参考書類

等のインターネット開示とみなし提

供）は、なお効力を有する。

３　本条の規定は、2022年９月１日か

ら６か月を経過した日又は前項の株

主総会の日から３か月を経過した日

のいずれか遅い日後にこれを削除す

る。
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候補者
番 号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

１
むら

村

 

　
いし

石

 

　
ひさ

久

 

　
じ

二

(1944年９月30日生)

1969年３月 千曲不動産創業
1972年９月 当社代表取締役社長就任
2000年５月 当社代表取締役会長兼グループ

ＣＥＯ就任
2019年９月 当社代表取締役会長就任（現任)

4,446,562株

２
いそ

磯

 

　
ざき

﨑

 

　
かず

一

 

　
お

雄

(1963年６月26日生)

1986年４月 当社入社
2003年５月 当社執行役員シンクス事業部神

奈川ブロック担当
2006年４月 当社人事部長就任
2006年６月 当社取締役（人事部担当）就任
2013年４月 スターツファシリティーサービ

ス株式会社代表取締役社長就任
2015年４月 当社専務取締役（国際事業部担当）

就任
2016年４月 当社代表取締役社長就任（現任)

21,717株

３
むら

村

 

　
いし

石

 

　
とよ

豊

 

　
たか

隆

(1980年６月13日生)

2007年10月 当社入社
2011年６月 当社執行役員（グループ総合営

業推進部担当）就任
2013年６月 当社取締役（グループ総合営業

推進部担当）就任
2015年４月 当社常務取締役（人事部担当）

就任
2016年４月 当社専務取締役（人事部担当）

就任（現任）

154,000株

４
さい

齋

 

　
とう

藤

 

　
た

太
ろう

朗
お

男

(1964年４月８日生)

1988年４月 当社入社
2005年10月 スターツＣＡＭ株式会社取締役

就任
2012年６月 スターツピタットハウス株式会

社専務取締役就任
2013年４月 スターツアメニティー株式会社

専務取締役就任
2013年６月 当社取締役就任

スターツアメニティー株式会社
代表取締役社長就任

2016年４月 当社常務取締役就任
2019年４月 当社専務取締役就任（現任）
2020年６月 スターツピタットハウス株式会

社代表取締役社長就任（現任）

43,686株

（重要な兼職の状況）
スターツピタットハウス株式会社代表取締役
社長

　第２号議案　取締役12名選任の件
　取締役全員（10名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となりま
す。また、社外取締役弘中喜通氏は、2022年３月１日に逝去されました。
　つきましては、社外取締役２名を含む取締役12名の選任をお願いいたした
いと存じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。
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候補者
番 号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

５
なお

直

 

　
い

井

 

　
ひで

秀

 

　
ゆき

幸

(1962年２月20日生)

1984年４月 当社入社
2002年６月 当社取締役就任
2005年10月 当社取締役兼スターツピタット

ハウス株式会社代表取締役社長
就任

2008年10月 スターツＣＡＭ株式会社専務取
締役就任

2010年６月 当社取締役就任
2013年７月 スターツＣＡＭ株式会社代表取

締役社長就任（現任）
2015年４月 当社常務取締役就任（現任）

45,690株

（重要な兼職の状況）
スターツＣＡＭ株式会社代表取締役社長

６
なか

中

 

　
まつ

松

 

　

 

　

 

　
まなぶ

学

(1961年３月２日生)

1984年４月 当社入社
2008年７月 スターツＣＡＭ株式会社常務取

締役就任
2010年６月 当社取締役就任
2012年５月 スターツアメニティー株式会社

専務取締役就任
2013年４月 当社取締役（人事部担当）就任
2015年４月 当社常務取締役就任（現任）

スターツピタットハウス株式会
社代表取締役社長就任

2020年６月 スターツアメニティー株式会社
代表取締役社長就任（現任）

40,748株

（重要な兼職の状況）
スターツアメニティー株式会社代表取締役
社長

７
やま

山

 

　
ざき

﨑

 

　
ち

千

 

　
さと

里

(1956年１月23日生)

2012年10月 スターツケアサービス株式会社
入社

2013年２月 スターツケアサービス株式会社
代表取締役社長就任（現任）

2019年６月 当社取締役就任
2020年６月 当社常務取締役就任（現任）

1,000株

（重要な兼職の状況）
スターツケアサービス株式会社代表取締役社長

８
なお

直

 

　
い

井

 

　

 

　

 

　
たもつ

保

(1960年12月11日生)

1984年４月 当社入社
2001年４月 当社執行役員（グループ広報・

総務担当）就任
2004年６月 当社取締役（グループ広報・総

務担当）就任
2009年４月 スターツリゾート株式会社代表

取締役社長就任（現任）
2011年６月 当社執行役員（業務・コンプラ

イアンス担当）就任
2012年６月 当社取締役（リスクマネジメン

ト部担当）就任
2021年７月 当社常務取締役（リスクマネジ

メント部担当）就任（現任）

33,728株
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候補者
番 号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

９
は

長
せ

谷
がわ

川

 

　
たか

隆

 

　
ひろ

浩

(1967年９月28日生)

1991年４月 当社入社
2011年６月 当社執行役員（総務・広報担当）

就任
2014年６月 当社取締役（総務・広報担当）就任

（現任）

17,993株

10
むら

村

 

　
まつ

松

 

　
ひさ

久

 

　
ゆき

行

(1966年12月19日生)

1989年４月 当社入社
1995年３月 スターツ出版株式会社監査役就任

（現任）
1999年11月 スターツ証券株式会社監査役就任
2001年11月 スターツアセットマネジメント株

式会社監査役就任（現任）
2011年５月 当社執行役員（財務担当）就任
2016年４月 当社常務執行役員（経理担当）就任
2018年６月 当社取締役（経理担当）就任（現任）
2021年７月 スターツ証券株式会社取締役就任

（現任）

10,755株

11

※
やま

山

 

　
もと

本

 

　
よし

美

 

　
お

雄

(1958年３月１日生)

1981年３月 ヨネックス株式会社入社
1998年８月 同社営業本部企画宣伝部長就任
2003年６月 同社営業本部取締役企画宣伝部長

就任
2009年10月 同社営業本部取締役ゴルフ事業部

長就任
2013年６月 同社執行役員国内ゴルフ営業統括

就任

－株

12

※
たか

高

 

　
はし

橋

 

　
なお

尚

 

　
こ

子
(1972年５月６日生)

2000年９月 シドニー五輪女子マラソン　金メ
ダル獲得

2000年10月 国民栄誉賞受賞
2013年６月 公益財団法人日本陸上競技連盟理事
2021年６月 公益財団法人日本陸上競技連盟常

務理事（現任）

－株

（注）１.※印は、新任の取締役候補者であります。
２.各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３.当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の18頁に記載の通りで
す。取締役候補者の選任が承認されますと、引き続き当該保険契約の被保険者に含め
られることとなります。また、当該保険契約は次回更新時におきましても同内容での
更新を予定しております。

４.山本美雄氏及び高橋尚子氏は社外取締役候補者であります。また、両氏の選任が承認
された場合、株式会社東京証券取引所が定める独立役員となる予定であります。

５.山本美雄氏を社外取締役候補者とした理由は、企業経営における営業・マーケティン
グについて豊富な経験を有しており、その経験から経営全般への助言、取締役の職務
執行に対する監督等いただくことを期待し、選任をお願いするものであります。

６.高橋尚子氏を社外取締役候補者とした理由は、スポーツを通じた国内外における豊富な
経験を有し、また社会貢献活動も実践されていることから、経営全般に対してユーザー
視点での助言やスポーツ・文化活動に対する助言、取締役の職務執行に対する監督等い
ただくことを期待し、選任をお願いするものであります。なお、同氏は会社の経営に直
接関与した経験はありませんが、上記の理由により総合生活文化企業を目標としており
ます当社の社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断しており
ます。

７.山本美雄氏及び高橋尚子氏の選任が承認された場合、当社は両氏との間で、会社法第
427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締
結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１
項に定める最低責任限度額といたします。

以上
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近隣には「ベルサール東京日本橋」もございますので、

ご来場の際にはお間違えのないようご注意ください。

定時株主総会会場ご案内図

会場　東京都中央区八重洲１丁目３番７号

八重洲ファーストフィナンシャルビル２階

ベルサール八重洲　ＲＯＯＭ　Ａ・Ｂ・Ｃ

電話　03－3548－3770

八重洲中央口前

八重洲中央口

八重洲北口

日本橋口

八重洲通

呉服橋

丸善

ヤマダデンキ

髙島屋 本館

りそな銀行

交番

コレド日本橋

ベルサール
東京日本橋

野村證券本社

日本橋

八重洲１
A7

大手町駅 永代通

東西線

日本橋駅
外
堀
通

日
本
橋
駅

銀
座
線

中
央
通

日
本
橋
駅

都
心
環
状
線

都
営
浅
草
線

昭
和
通

江戸橋1

東
京
駅

ベルサール八重洲
(八重洲ファーストフィナンシャルビル)

三井住友銀行

大丸

朝日生命

ＪＲバス
おりば

株主総会会場

スターツ八重洲中央ビル

髙島屋 新館

ナチュラル
ローソン

＜地上ご案内図＞

至東京駅← 永代通り →至日本橋交差点

正面入口

上島
珈琲店

EV

EV

EV

EV

２階会場へ

２階会場へ

＜地下鉄改札階ご案内図＞

EV：エレベーター ：経路

日本橋駅A7出口

■　最寄駅　JR東京駅　八重洲北口より徒歩５分

東京メトロ銀座線・東西線・都営浅草線日本橋駅　Ａ７出口直結

（ご注意）

※上記出口の誘導板ご案内は午前９時から総会終了までとなります。

※駐車スペースがございませんので、当日のお車でのご来場はご遠

慮ください。


